
監査役会　御中
取締役職務執行確認書
（対象期間：××××年4月1日　～　××××年3月31日）

＊新任の場合は就任日から年度末まで

記入方法：各項目の該当する□欄に✔マークをお付け下さい。

１．取締役の善管注意義務および忠実義務についての確認

□私は善管注意義務および忠実義務を履行している　　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【解説】取締役は法令および定款の定めならびに株主総会の決議を遵守し、会社の為に忠実にその職務を遂行する義務を負う。（会社法第355条）
また、会社と取締役の関係は会社法第330条によって、民法第644条（委任に関する規定）に従うとされ、いわゆる「善良なる管理者の注意義務」がある。
２．取締役の競業および利益相反取引の制限義務についての確認

□私と会社との間の競業取引および利益相反取引はない

□法定の手続きを経て実施している

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【解説】取締役が自己または第三者のために、会社の事業の部類に属する取引を行う場合、または、取締役が自己または第三者のために会社と取引を行う場合には、株主総会（取締役会設置会社では取締役会）において、その重要な事実を開示してその承認を受けることが必要である。（会社法第356条、第365条）
３．無償の利益供与についての確認

□私は会社の財産に関し、無償の利益供与を行っていない　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【解説】会社は何人に対しても株主の権利の行使に関し、財産上の利益を供与してはならない。（会社法第120条）
会社法では「株主の権利行使に関する利益供与の罪として、3年以下の懲役又は300万円以下の罰金」としている。（会社法第970条）
４．子会社・株主との通例的でない取引についての確認

　　□私は子会社または株主と通例的でない取引を行っていない　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　
【解説】通例的でない取引の例：決算前後に生じた巨額の取引、金銭貸借、債務保証、代位弁済、仕切価格の著しい変更、株主が発行する出版物の大量購入や多額の広告掲載など株主に対する商取引上の独占的地位の承認とそれに基づく取引をいう。
· 非通例的取引は100％子会社も対象。従業員が関係する機会もあるので管理・監督に留意が必要。
５．不正の行為についての確認

　　□私は取締役の職務の遂行に関して不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な行為は行っていない。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　
【解説】役員等がその職務を行うにあたって悪意または重大な過失があったときは、当該役員等はこれによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。（会社法第429条）
６．取締役が任務を怠った時の責任についての確認

□私は取締役が任務を怠ったときの責任を承知している　　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【解説】会社法では、役員等がその任務を怠ったときは、会社に対して、これによって生じた損害を賠償する責任を定めている。（会社法第423条）
７．取締役の監査役への報告義務についての確認

□私は「取締役の監査役に対する報告義務」を承知している　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【解説】取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、直ちに当該事実を監査役に報告しなければならない。（会社法第357条）
８．内部統制の構築、運用責任についての確認

□私は取締役として会社の内部統制を法務省令に基づき構築・運用する責任を有することを承知している

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【解説】会社法は、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令に定める体制」を整備する義務を定めている。なお、取締役会はこのことを取締役に委任することを禁じている。（会社法第362条第4項6号）
９．インサイダー取引を行っていないことの確認
□私はインサイダー取引を行っていない　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　【解説】金融商品取引法第166条では、未公表の重要な会社情報を知った役員または従業員等は重要事実が公表された後でなければ、当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買をしてはならないと規定している。
１０．取締役欠格事由不存在の確認

□私は下記に該当しない　　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　
【解説】会社法は役員等の欠格要件として次のとおり定めている。（会社法第331条）
1. 法人
2. 会社法の規定違反等331条１項3号の規定に該当する者
3. 上記2以外の罪で禁固以上の刑に処せられる等会社法331条1項4号に該当する者
以上すべて相違ありません。

　　　××××年××月××日

取締役（署名捺印）　　　　　　　　　　　　　　　　印
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